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論 文 内 容 の 要 旨 
研究の背景および目的 
 単身世帯の増加は一途を辿っている。単身世帯の割合は国勢調査によると、2015 年では総世
帯数の 34.5%であり、2040 年には約 40%になるといわれている。核家族世帯の割合も、1980 年
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 人数規模に関するイメージは、約 9 割が「小規模（～10 人程度）」と回答した。市場実態で






































※第 3 章は下記の論文に基づく 
司馬麻未, 三好庸隆：大学生を対象としたシェアハウスにおける住意識に関する研究, 日本建
築学会地域施設計画研究(36), 141〜146 頁, 2018.7（査読付） 
 
第 4 章 シェアハウスの居住実態調査にあたって対象としたシェアハウスについて 























































※第 5 章は下記の論文に基づく 
司馬麻未, 三好庸隆, 木多道宏：シェア居住における共用空間が社会環境形成に与える影響－
シェアハウスの居住実態調査－, 日本建築学会計画系論文集, 第 84 巻 第 762 号, 1657〜1667
頁, 2019.8（査読付） 
 
第 6 章 シェアハウスの居住実態－共用空間における私物のあふれ出し調査から－ 
 シェアハウスにおける社会環境形成に与える要因は、第 5 章で検討した共用空間での生活行
為や人間関係だけでなく、共用空間にあふれ出た居住者の私物も何らかの影響を与えているこ
とが考えられる。そこで第 5 章では、第 4 章と同じ「アンテルームアパートメント大阪」を対
象として、共用空間における居住者の私物のあふれ出しに着目し、私物のあふれ出しの実態調























※第 6 章は下記の論文に基づく 
司馬麻未, 三好庸隆：シェア居住における共用空間が社会環境形成に与える影響－居住者の私
























































提出された上記学位請求論文についての公聴会を、2021 年 1 月 27 日 13:00 より開催し





































5 章および第 6 章での参与観察による実態調査から、居住者の人間関係を可視化させ共用
空間における居住者の行為や私物のあふれ出しが、シェア居住の社会環境形成に与える影
響について明らかにした。 
 シェア居住で形成される社会環境やそのすまい方は、持続的な関係性ではないが「選べ
る縁」（上野 1994）のようなつながりともいえ、今後、家族だけでない支え合いや豊かさ
をもたらす人間関係の構築は、増加傾向にある単身世帯に向けた住まいや個人化社会の住
まいにおいて重要な社会的ネットワークとなり新たな集住の形態としての可能性を示した。 
 しかし本研究で得られた知見が他のシェア居住においても共通性がみられるものなのか
を検証するため、調査を重ねることが課題である。  
 また今度の研究の展開として、若年単身者だけでなく、高齢単身世帯の住まいのあり方
を考えることも必要である。また単身世帯だけでなく、様々な家族のあり方としての相互
作用をシェア居住が担う可能性を探るものとして、ひとり親世帯や共働き世帯などの子育
て世帯に向けたシェア居住の展開を示すことも必要である。  
 本研究で得られたシェア居住の知見は、住居内にとどまるだけでなく、地域ネットワー
クの構築や地域での共同体にも展開が考えられる。地域でのケアサービスの充実など、情
報や空間をシェアし相互支援を可能にする個人が繋がる場を研究対象にしていくことが今
後の展開と考えられる。 
 
 
以上が提出論文の概要である。 
 
 
これに対して、副査はじめ参加者から活発な質疑がなされた。発表者からは、それら質疑
に対して適切な応答がなされていた。また副査である岩田教授、鎌田准教授からは、予備
審査時点での指摘事項に対して適切な対応がなされていること、本研究における課題が適
切に認識されているとともに今後の研究に対して展望を持っていることなどが評価できる
旨の発言があった。 
 
公聴会終了後、主査、副査で慎重に本論文内容、公聴会を振り返り、本学位請求論文博士
論文として充分に評価できる、という審査結果を得た。  
